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小竹町特定事業主行動計画 

 

令和３年９月３０日 

小竹町長 

                        小竹町議会議長 

                         小竹町教育委員会 

小竹町選挙管理委員会 

小竹町代表監査委員 

                         小竹町農業委員会 

     小竹町固定資産評価審査委員会 

                           小竹町立病院事業管理者         

 

第１ 計画の基礎 

 

 １ 計画の位置付け 

   少子高齢化が進行し、人口減少時代に突入した今、社会経済の持続的な発展のために

は、一人ひとりが職場、家庭、地域など様々な場面で活躍できるような社会を構築する

ことが必要です。 

本町では、次世代育成支援対策推進法(平成１５年法律第１２０号)第１９条及び女性

の職業生活における活躍の推進に関する法律（平成２７年法律第６４号。以下「女性活

躍推進法」という。）第１９条に基づき、性別に関わらず出産・育児・介護等と仕事を

両立しながらキャリア形成を行える環境づくりを行い、全ての職員が働きやすく、能力

を十分に発揮できるよう、小竹町特定事業主行動計画（以下「前期計画」という。）を

策定し取り組んでまいりました。 

このたび、前期計画の計画期間が満了したことから、前期計画の検証結果や働き方改

革を推進するための関係法律の整備に関する法律など新たに施行された法制度を踏ま

え、小竹町特定事業主行動計画（以下「後期計画」という。）を策定することとしまし

た。 

本町は、性別に関わらず働きやすくキャリア形成を行える環境づくりや働き方改革

に率先して取り組むとともに、協力しあいながら生活と仕事の両立を実現し、一人ひと

りが能力を十分に発揮できる組織づくりを積極的に進め、町民サービスの向上に努め

ます。 

本町職員として働くのは、職員一人ひとりの人生の一部ですが、生活と仕事の両立を

実現することで、職場を離れた後も健康で活躍できる持続可能で多様な生き方を支援

していきます。 

なお、後期計画は前期計画に引き続き、小竹町長、小竹町議会議長、小竹町教育委員
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会、小竹町代表監査委員、小竹町農業委員会、小竹町固定資産評価審査委員会及び小竹

町立病院事業管理者が策定する計画です。 

 

２ 計画期間 

   次世代育成支援対策推進法に基づく特定事業主行動計画は、令和６年度を目標年次

とすることが定められており、女性活躍推進法に基づく特定事業主行動計画は、令和７

年度が目標年次とされています。 後期計画の計画期間は、女性活躍推進法に基づく特

定事業主行動計画の目標年次と整合を図り、令和３年１０月１日から令和８年３月３

１日までの５年間とします。 

 

 ３ 対象職員 

   後期計画の対象となる職員は、正規職員のほか、会計年度任用職員、再任用短時間勤

務職員、再任用フルタイム職員を含むすべての職員とします。ただし、後期計画に定め

る目標（目標数値）については正規職員を対象とします。 

 

４ 次世代育成支援対策及び女性職員の活躍の推進に向けた体制整備等 

   本町では、組織全体で継続的に女性職員の活躍を推進するため、庁議等の場において、 

  後期計画の策定・変更、後期計画に基づく取組の実施状況・数値目標の達成状況の点検・

評価等について協議を行うこととします。 

 

５ 実施状況の公表  

後期計画に基づく各年度の取組状況については、町のホームページで公表します。 

 

第２ 現状と課題 

  後期計画の作成に当たり、現状と課題の把握を行うため、前期計画において目標に掲げ

た項目を中心に、実績の変化に基づき分析を行いました。 

 

１ 管理的地位にある職員に占める女性割合 

 

【前期計画の目標と実績】 

 目標 ・ 令和２年度までに、管理的地位にある職員に占める女性割合を、平成２７年度

の実績７．１％から２．９％引き上げ、１０％以上にする。 

 実績 ・ 管理的地位にある職員に占める女性割合 

目標の数値 
平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度 令和２年度 

令和２年度 

１０％以上 ７．１% ７．７% ７．１% ７．１% １５．４% １５．４% 
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・一般事務職の採用職員に占める女性職員の割合 

平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度 令和２年度 

採用なし 採用なし 採用なし 採用なし 採用なし ３３．３% 

 

 

➣  平成３１年度に女性の管理職員が１人増えたことにより目標の１０％以上を達成した。 

➣  管理職員１３人のうち、女性の管理職員が２人以上を占めることにより、目標の１０％

以上を達成する。 

➣ 将来の管理職員の候補者となる職員の育成（すそ野の拡大を図る）に重点を置き、計画

的な人事配置や人材育成を進めながら、役付職員（係長以上）全体の女性職員の割合を

引き上げていく必要がある。 

 

２  育児休業等を取得しやすい環境づくり 

 

【前期計画の目標と実績】 

 目標 ・ 令和２年度までに、育児休業を取得する男性職員を、平成２７年度の実績０人

から１人以上にする。 

 実績 ・ 育児休業を取得した男性職員 

目標の数値 
平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度 令和２年度 

令和２年度 

１人以上 ０人 ０人 ０人 ０人 取得対象者なし １人 

 

 

・男性職員の育児休業取得期間 

 
平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度 令和２年度 

１月以下       

１月超６月以下      １人 

６月超１年以下       

１年超       

平均取得期間      ６月 

合計人数      １人 
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・離職率の男女の差異 

 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度 令和２年度 

男性 １．２% ０．７% ０．７% １．４% ０．０％ １．４% 

女性 ３．０% ３．５% １．４% ２．１% ３．４% ２．６% 

※ 離職は自己都合退職に限る（定年退職を含めない） 

 

 ・離職者の年代別男女割合 

 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度 令和２年度 

男性 女性 男性 女性 男性 女性 男性 女性 男性 女性 男性 女性 

２０歳未満 ０．０% ０．０% ０．０% ０．０% ０．０% ０．０% ０．０% ０．０% ０．０% ０．０% ０．０% ０．０% 

２０歳以上

２５歳未満 
０．０% ０．０% ０．０% ０．７% ０．０% ０．０% ０．０% ０．０% ０．０% ０．７% ０．０% ０．０% 

２５歳以上 

３０歳未満 
０．０% ０．６% ０．０% ０．０% ０．７% ０．０% ０．０% ０．７％ ０．０% ０．０% ０．０% ０．０% 

３０歳以上 

３５歳未満 
０．０% ０．６% ０．０% ０．７% ０．０% ０．０% ０．０% ０．０% ０．０% ０．７% ０．０% ０．０% 

３５歳以上 

４０歳未満 
０．６% ０．６% ０．０% ０．７% ０．０% ０．０% ０．０% ０．０% ０．０% ０．０％ ０．７% ０．０% 

４０歳以上

４５歳未満 
０．６% ０．６% ０．０% ０．７% ０．０% ０．０% １．４% １．４% ０．０% １．３% ０．７% １．２% 

４５歳以上 

５０歳未満 
０．０% ０．０% ０．０% ０．０% ０．０% ０．０% ０．０% ０．０% ０．０% ０．０% ０．０% ０．７% 

５０歳以上 

５５歳未満 
０．０% ０．０% ０．０% ０．０% ０．０% ０．７% ０．０% ０．０% ０．０% ０．７% ０．０% ０．７% 

５５歳以上 

６０歳未満 
０．０% ０．６% ０．７% ０．７％ ０．０% ０．７% ０．０% ０．０% ０．０% ０．０% ０．０% ０．０% 

合計 １．２% ３．０% ０．７% ３．５% ０．７% １．４％ １．４% ２．１% ０．０% ３．４% １．４% ２．６% 

※ 離職は自己都合退職に限る（定年退職を含めない） 

 

➣  育児休業取得率では、平成２７年度から平成３０年度まで、女性職員の１００%に対し、

男性職員は０%である。（平成３１年度は男女ともに対象者なし） 

  令和２年度は女性職員の取得率は１００％、男性職員の取得率は２５％（対象者４人に

対し取得者は１人）であった。 

➣  職場全体で、子育て中の職員が制度を利用しやすくなるよう、制度の利用を勧める必要 

  がある。 
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３  配偶者出産休暇及び育児参加のための休暇 

 

【前期計画の目標と実績】 

 目標 ・ 令和２年度までに、制度が利用可能な男性職員の配偶者出産休暇の取得割合を

１００％にする。 

 実績 ・ 配偶者出産休暇を取得した男性職員  

目標の数値 
平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度 令和２年度 

令和２年度 

１００% １００% １００% ５０% ６６．７% 取得対象者なし ５０% 

 

・男性職員の配偶者出産休暇の取得期間 

 
平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度 令和２年度 

１日 ０人 ０人 ０人 ０人 取得対象者なし ０人 

２日 ２人 ２人 １人 ２人 取得対象者なし ２人 

合計人数 ２人 ２人 １人 ２人 取得対象者なし ２人 

 

➣  平成２７年度と平成２８年度は１００％を達成しているにも関わらず、平成２９年度、

平成３０年度、令和２年度は対象であるのに取得していない職員がいる。（平成２９年

度は対象者２人に対し取得者１人、平成３０年度は対象者３人に対し取得者２人、令和

２年度は対象者４人に対し取得者２人だった） 

➣  配偶者出産休暇と育児参加のための休暇の制度周知に力を入れる必要がある。 

 

４  時間外勤務の縮減 

 

【前期計画の目標と実績】 

 目標 ・ 令和２年度までに、平均時間外勤務時間を、平成２７年度の実績（月９．５時

間）から１割以上縮減し、月８．５時間以下にする。 

 実績 ・ 時間外勤務時間 

目標の数値 
平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度 令和２年度 

令和２年度 

８．５時間以下 ９．４９時間 １０．４４時間 ２１．６８時間 １０．１５時間 １１．３４時間 １１．８７時間 
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・時間外勤務の上限を超えた職員数 

平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度 令和２年度 

   ５人 ４人 ２０人 

  

※ 時間外勤務の上限は、４５時間/月かつ３６０時間/年（通常予見できない業務量の大

幅な増加を伴う場合は１００時間/月、７２０時間/年、ただし月４５時間超は年６ヶ

月まで、２～６ヶ月平均は８０時間以下）と定めているが、上記「時間外勤務の上限

を超えた職員数」は４５時間/月を超えた職員数を記載している。 

 

 

・年次有給休暇の平均取得日数の状況 

平成２７年 平成２８年 平成２９年 平成３０年 平成３１年 令和２年 

 １２．３日 １１．８日 １３．５日 １１．９日 １１．３日 

 

・年次有給休暇の取得日数が５日未満の職員割合 

平成２７年 平成２８年 平成２９年 平成３０年 平成３１年 令和２年 

 １１．７% ９．８% ９．９% １４．３% １４．１% 

 

 

➣  災害対応や選挙事務等特殊要因による時間外勤務も含んだ集計となっているため業務

による時間外勤務の比較ができない。令和３年度以降の集計からは特殊要因によるも

のを外す必要がある。 

➣  過度な時間外勤務は、職員の生産性や健康面に影響を与える要因となり、育児や家事等

への参加も妨げる。また、職員が家族と過ごす時間の確保や、心身ともにリフレッシュ

できることで、新たな活力を引き出すことにつながることから、職員の働き方について、

事務の見直しや改善、職員の意識改革、組織的な協力体制づくりなど、一層の改革に取

り組んでいく必要がある。 

 

 

第３ 数値目標と取組内容 

女性の職業生活における活躍を推進するため、男女を問わず全ての職員が仕事と家庭 

 の両立を実現しつつ、自らの意思で積極的に責任と権限を求める姿勢を持つことができ 

るよう、時間外勤務が多い課（局）の管理者に対しヒアリングを行ったり、年２回年次有
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給休暇の取得状況を各課（局）の管理者に情報提供し取得促進を促したりなど取組を行っ

てきました。 

 しかし、時間外勤務の抜本的な縮減や、全ての職員が年次有給休暇を充分に取得してい

る状況ではなく、改めて本町の課題を明確にした上で、対応を検討していく必要がありま

す。 

そこで、本計画における数値目標と取組内容を次のとおり設定します。 

 

管理的地位にある職員に占める女性割合 

（数値目標） 

    計画期間を通じて、管理的地位にある職員に占める女性割合１０％以上を維持す 

ることを目指します。 

（取組内容） 

  令和３年度から、係長、課長補佐、課長の各役職段階における人材プールの確保を 

念頭に置いた人材育成を行います。 

 自己申告書において、職員のキャリアデザイン、能力・適性の自己分析及び家庭の 

悩み等を把握します。 

 人事異動の基本原則に基づき、自己申告書の情報も踏まえながら、女性職員の積極

的な登用及び適材適所の配置を行います。 

 

一般事務職の採用職員に占める女性職員の割合 

（数値目標） 

計画期間を通じて、一般事務採用試験における女性職員の割合５０％を維持する 

ことを目指します。 

  （取組内容） 

  令和３年度から、仕事と子育てに励む女性職員の声の紹介などにより、女性が活躍 

できる職場であることをパンフレット、ホームページ等で広報します。 

 

  男性職員の育児休業取得人数及び取得期間 

  （数値目標） 

    令和７年度まで、育児休業を取得する男性職員１人以上を維持することを目指し 

ます。 

 また、取得期間については長期化を目指します。 

  （取組内容） 

    育児休業制度を男性職員も利用できるように町長及び管理職から働きかけを行い 

   ます。 

 育児休業制度について、配偶者が出産予定の職員に対し、人事担当から周知を行い 
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ます。 

 

  離職率の男女の差異及び離職者の年代別男女割合 

（数値目標） 

    計画期間を通じて、女性職員の離職率を３%以下を維持することを目指します。 

 

  （取組内容） 

 両立支援制度を男女ともに利用できるように、町長及び管理者から働きかけを行

います。 

 

  男性職員の配偶者出産休暇及び育児参加のための休暇取得率並びに合計取得日数の分

布状況 

  （数値目標） 

取得対象となった全ての男性職員が両休暇を取得するとともに、合計取得日数５ 

日以上を達成し、継続することを目指します。 

  （取組内容） 

    男の産休制度について、配偶者が出産した職員に対し周知を行います。 

 

  職員の各月ごとの平均時間外勤務時間及び時間外勤務の上限を超えた職員数 

  （数値目標） 

    令和７年度までに、職員の各月ごとの平均時間外勤務時間（災害対応や選挙事務等 

   通常業務でないものを除く）を、令和２年度の実績（月１１．８７時間）から縮減 

   し、計画期間を通じて各月１０時間以下にします。 

    また、計画期間を通じて、年間 ５４０時間（月平均 ４５ 時間）、１か月 １００  

時間、２か月から６か月までの間に１か月平均で８０時間を超える時間外勤務を行 

う職員ゼロを目指します。 

  （取組内容） 

    毎月行っている各課ごとの時間外勤務時間報告を引き続き行います。また、時間外 

   勤務が多い課（局）の管理者に対しヒアリングを行い注意喚起を促し、人事配置に問 

   題がある場合は検討を行います。 

    週休日に勤務した場合、週休日の振替を取得するよう呼びかけます。 

        毎週水曜日のﾉｰ残業デイの周知徹底を図ります。 

 

  年次有給休暇の取得日数の状況 

  （数値目標） 

   計画期間を通じて、全職員が年５日以上取得し、職員１人当たりの年次有給休暇の取
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得日数で年 １５日以上を目指します。 

   年次有給休暇の取得日数が５日未満の職員割合を毎年度０%にします。 

 （取組内容） 

   引き続き年２回、各課長に対し、課員の年次有給休暇取得日数状況を報告し、年５日

以上取れそうにない職員に対し、課長から働きかけを行います。 

 

第４ その他の取組内容 

 

１ 不妊治療を受けやすい職場環境の醸成等 

  勤務時間、休暇その他の利用可能な制度の周知や管理職に対する意識啓発等を通じて

不妊治療を受けやすい職場環境の醸成等を図ります。 

 

２ 母性保護の配慮 

  ⑴ 妊娠中及び出産後における配慮 

   (ｱ) 母性保護及び母性健康管理の観点から設けられている特別休暇等の制度につい

て周知徹底を図ります。 

   (ｲ) 出産費用の給付等の経済的支援措置について周知徹底を図ります。 

   (ｳ) 妊娠中の職員に対しては、時間外勤務を原則として命じないこととします。ただ   

し、時間外勤務を命ずる必要があり本人が承諾した場合は、体調等を十分勘案し命  

令を発することができるとします。 

 

３ 子育てバリアフリー 

 子どもを連れた人が気兼ねなく来庁できるよう、親切な対応を心がける等、ソフト面 

でのバリアフリーに取り組みます。 

 

４ 子ども・子育てに関する地域貢献活動等 

  ⑴ 子どもの体験活動等の支援 

 (ｱ) 職員も地域社会の構成員として、子どもの健全育成、子育て支援に関する地域活

動に積極的に参加するよう努めます。 

 (ｲ) 子どもが参加する学習会等の行事において、職員等が専門分野を生かして指導教

育を実施します。 

 ⑵ 子どもを交通事故から守るため、地域での見守り活動に対する支援や、交通安全指導

等を実施します。 

⑶ 子どもを安全な環境で安心して育てることができるよう、地域住民等の自主的な防

犯活動や少年非行防止、立ち直り支援の活動等への職員の積極的な参加を図ります。 
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 ５ パワーハラスメント、セクシュアルハラスメント等の対策 

   月１回、産業カウンセラーによる相談窓口を設置し、誰でも相談できる体制を整備し  

   ています。 

  

                  


